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事業の概要
①目的・効果
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事業終期
(予定）

2
④消費下支え等を通じ
た生活者支援

防犯カメラ設置等補助金

①物価高騰の影響を受けた事業者等による防犯意識の高まりを
踏まえた防犯強化の取り組みを支援する。
②防犯カメラ設置に対する補助金
③事業費750,000円　※1か所上限150,000円
　150,000円×5件＝750,000円
④市内の自治会、商店街団体、その他市長が認めた団体
　団体に関係する地域住民等

R8.4 R9.3

3
③物価高騰に伴う子育
て世帯支援

大洲市子育て応援事業

①物価高の影響を受けている、１歳未満の第１子を養育する世帯
に紙おむつの購入にかかる経済的支援を行う。
②市内の登録店舗にて使用したおむつ券の扶助費
③おむつ券
　　令和7年度交付分　50,000円×80冊×使用率0.5＝2,000,000円
　　令和8年度交付分　50,000円×80冊×使用率0.5＝2,000,000円
　　計4,000,000円
　事務費（印刷製本費、通信運搬費）　271千円（財源は一般財源）
④令和7年度、令和8年度に出生した第1子を養育する保護者

R8.4 R9.3

4
④消費下支え等を通じ
た生活者支援

消費生活相談事業

①物価高騰の影響を受ける中、電話による特殊詐欺被害を未然
に防止するために特殊詐欺対策電話機等を設置し、防犯対策強
化の取組を行った場合、設置に要した費用の一部を補助すること
で、消費下支え等を通じた生活者支援を行う。
②補助金に充当
③補助金200,000円（10,000円【上限】×20件）
④住民登録のある65歳以上の市民

R8.4 R9.3

5
③物価高騰に伴う子育
て世帯支援

英検受験料補助金

①物価高騰の影響を受ける中、子育て世代は様々な負担が増加
しているところであり、所得による教育格差も広がっている。保護
者が負担する英語検定料を補助することで、子育て世代の経済的
負担を軽減するとともに、児童生徒の学習の機会の均等性を保
つ。
②小中学生が受験する英検受験料について、検定料の半額相当
を補助する。
③英検３級　2,500円×110人＝275,000円、英検準２級以上
3,000円×60人＝180,000円　計455,000円
④市内小中学校受検者の保護者

R8.4 R9.3

6
①食料品の物価高騰
に対する特別加算

学校給食物価高騰対策事業

①原材料等の価格高騰に伴う学校給食費の値上げによる保護者
負担を回避し、給食の質を落とさず提供するため、物価上昇分に
対して公費負担の措置を講じ、保護者（教職員等を除く）の負担軽
減を図る。
②学校給食に使用する賄材料費のうち、給食費負担軽減交付金
による支援を踏まえ、国/都道府県からの基準額に基づく支援額
を超える物価上昇分に交付金を充当する。
③（小学校）賄材料費96,050,000円－負担軽減交付金収入額
93,293,200円＝物価上昇分2,756,800円
　（中学校）賄材料費55,102,000円－給食費収入額48,399,000円
＝物価上昇分6,703,000円
物価上昇分合計9,459,800円
④市立小中学校の保護者

R8.4 R9.3

7
③物価高騰に伴う子育
て世帯支援

子どもインフルエンザ予防接種費用助成
事業

①物価高騰の影響を受ける中、保護者が負担する子どものインフ
ルエンザ任意予防接種費用を補助することで、子育て世代の経済
的負担を軽減するとともに、インフルエンザの発病や重症化を防
ぎ、子どもの健康の保持増進を図る。
②子どものインフルエンザ予防接種費用のうち１回目3,000円、２
回目1,500円を補助する。
③【１回目】１～12歳：対象2,900人×接種想定率70%＝2,030人／
13～15歳：対象1,041人×接種想定率50%＝520人／16～18歳：対
象1,019人×接種想定率40%＝407人⇒１回目想定接種者数
（2,030人+520人+407人）×3,000円＝8,871,000円
【２回目】１～12歳：対象2,900人×接種想定率70%＝2,030人／13
～15歳：対象1,041人×接種想定率10%＝104人⇒２回目想定接種
者数（2,030人+104人）×1,500円＝3,201,000円
【１・２回目合計】12,072,000円
④市内に住民登録のある１～18歳（高校３年生相当）の子どもの
保護者

R8.10 R9.3

8
⑧農林水産業における
物価高騰対策支援

施設園芸燃油価格高騰対策事業給付金

①燃油等価格の高止まりが長期化し、農林水産業の経営に対す
る不安感が増す中、本市農産物の主品目となるキュウリ、トマト、
イチゴなどを栽培する施設園芸農家の経営維持・継続を支援す
る。
②施設園芸において加温装置を使用し、農作物栽培のための加
温に要した燃油
③個人 6,700ℓ×14戸×10円/ℓ＝938,000円
　 法人 59,400ℓ×5事業所×10円/ℓ＝2,970,000円
　 ペレット 91,500㎏×1事業所×2円/㎏＝183,000円
　 合計4,091,000円
④農業者又は市内に事業所を置く法人
※　事業の対象期間 R8.3～R9.2

R8.4 R9.3

9
⑧農林水産業における
物価高騰対策支援

収入保険料助成事業費補助金

①農家の収入減少や農産物の価格低下なども含めた全ての販売
収入減少を補てんする「収入保険」の制度に係る保険料等の農家
負担分の一部を助成し、燃料・物価高騰の影響を受けている地域
の農業者の経営の安定と農業の維持を図る。
②保険料及び事務費の加入者負担分の1/2を助成する。
③保険料85,600円×1/2×130人＝5,564,000円
　 事務費20,900円×1/2×130人＝1,358,500円
 　合計6,922,500円
④愛媛県農業共済組合
※　事業の対象期間 R8.1～R8.12

R8.4 R9.3
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10
⑧農林水産業における
物価高騰対策支援

畜産飼料価格高騰対策支援給付金

①原油価格・物価高騰の影響を受け、配合飼料価格の高止まり
が長期化し、経営継続が困難となっている市内の畜産業者に対
し、配合飼料価格安定基金の生産者積立金を支援することによ
り、畜産経営の安定化を図り、畜産の健全な発展に資する。
②生産者積立金のうち、800円/ｔを支給
③【乳用牛】　 2,350ｔ×800円/ｔ＝1,880,000円
　 【肉用牛】 　3,800ｔ×800円/ｔ＝3.040,000円
　 【豚】　　 　26,130ｔ×800円/ｔ＝20,904,000円
　 【採卵鶏】　 4,650ｔ×800円/ｔ＝ 3,720,000円
　 【ﾌﾞﾛｲﾗｰ】　 6,880ｔ×800円/ｔ＝ 5,504,000円
　合計  35,048,000円
④配合飼料価格安定基金に加入している者
　市内に家畜の飼養施設を有する個人または法人
　大洲市に対し、市税の滞納がない者

R8.4 R9.3

11
⑧農林水産業における
物価高騰対策支援

漁船燃油価格高騰対策事業給付金

①燃油等の価格高騰・高止まりにより影響を受けている漁船への
給油に対して、給付金を支給することにより出漁控えや出漁時間
の減少による経営体や水揚量の減少を防ぎ、本市水産業の経営
維持・継続を支援する。
②漁船の運航に要した燃油
③21,500㍑／月×12ヶ月×10円=2,580千円
④市内の漁業協同組合の組合員であって、かつ、市内に漁船を
有する漁業者
※　事業の対象期間 R8.3～R9.2

R8.4 R9.3

12
⑧農林水産業における
物価高騰対策支援

椎茸生産燃油価格高騰対策事業給付金

①燃油等価格の高止まりが長期化し、農林水産業の経営に対す
る不安感が増す中、特に全国でも有数の生産量を誇る原木乾しい
たけを栽培する農家・林家の経営維持・継続を支援する。
②椎茸を乾燥するために使用した乾燥用機械の運転に要した燃
油
③18,388㎏×3.55円/㎏×10円/ℓ＝652,774円
④椎茸生産者又は市内に事業所を置く法人
※　事業の対象期間 R8.3～R9.2

R9.2 R9.3

13
①食料品の物価高騰
に対する特別加算

学校給食費負担軽減事業

①物価高騰による市内中学校の保護者の負担を軽減するととも
に、生徒の心身の発育に必要な栄養バランスの優れた学校給食
を安定的に提供するため、中学校における給食費の支援を行う。
②市立中学校生徒の令和8年度7月納付分以降の学校給食費（教
職員分は除く）
③・令和8年度分学校給食費（中学校生徒）
　　対象生徒 833人　290 円×136,612 食＝39,617,480円(A)
　・うち保護者負担額
　　月額4,700円×2期（5,6月納付分）×833人＝7,830,200円(B)
　・7月納付分以降無償化に伴う負担軽減額
　　(A)－(B)＝31,787,280円
　※対象者数は既存制度の減免者を除く
④市立中学校の保護者

R8.7 R9.3

14

⑦医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高騰
対策支援

社会福祉施設等物価高騰対策支援給付
金（国R7補正分）

①物価高騰が続く中、社会福祉サービスの質の確保と経営の維
持、施設利用者の負担軽減を図り、安心してサービスを受けられ
る環境の維持を図る。
②社会福祉施設等への給付金
③令和６年度と令和５年度の差額により補助単価を積算（８ヶ月分
相当の支援）
　ア）光熱費　30,300千円
　　　 入所施設　280千円×57施設＝15,960千円
　　　 通所施設  130千円×66施設＝　8,580千円
　　　 その他　 　  80千円×72施設＝　5,760千円
   イ）食材費　27,172千円
　　　 入所施設　 12千円×1,635人＝19,620千円
　　　 通所施設　 　4千円×1,888人＝ 7,552千円
④児童福祉施設、障がい福祉施設、高齢者福祉施設、救護施設
など

R8.4 R9.2

15

⑦医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高騰
対策支援

医療施設物価高騰対策支援給付金

①医療活動において、長期化する物価高騰が大きな負担となる
中、施設運営は更に厳しさを増している。このような状況において
も、安全で安心な質の高い医療サービス等の維持を図るため、医
療機関を対象に給付金を支給する。
②給付金
③ ・病院、　　　　　　@30,000円×904床＝27,120千円
　　・有床診療所　　 @30,000円×40床＝1,200千円
　　・無床診療所（歯科含）　@60,000円×57施設＝3,420千円
　　・訪問看護ステーション　定額 @60,000円×6施設＝360千円
　　・保険薬局　　　定額　@60,000円×23施設＝1,380千円
　　・施術所（保険適用）　　定額 @60,000円×13施設＝780千円
④市内の医療機関等
　病院、有床・無床医科診療所、歯科診療所、訪問看護ステーショ
ン、保険薬局、施術所（あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう
師、柔道整復師が開設したもの）

R8.4 R9.2


